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DALYsを活用した食品由来疾病対策の政策評価モデルの構築 
 

研究分担者  西浦 博 東京大学大学院医学系研究科国際保健政策学 助教 

 

研究要旨 

 本研究班（食品安全行政における政策立案、政策評価に資する食品由来疾患の疫学的推

計手法に関する研究）では食品由来疾患の被害実態を人口の疾病負荷として把握し，障害

調整生存年（disability-adjusted life years；DALYs）を用いて被害実態を推定することを

主眼に研究プロジェクトを遂行してきた．特に，カンピロバクター属菌，サルモネラ属菌

および腸管出血性大腸菌（EHEC）に由来する食品由来疾患を調査対象に据えて，原因食

品や感染自然史の詳細はもちろんのこと，個々の疾患の DALYsを時系列で推定してきた．

本分担研究では，これら調査に基づく DALYsを活用することによって，食品由来疾患の疾

病負荷を異なる疾病間で比較し，個々の予防策について，その費用対効果も含めて検討す

ることを目的に今年度から構想を開始したものである．現在進行中の具体的事例として食

肉への HACCP 導入による細菌性食中毒の予防効果の推定ならびに費用対効果の推定研究

を開始した．コンパートメント型モデルを用いて感受性を有する者が一定の感染ハザード

を経験することを仮定し，カンピロバクター族菌とサルモネラ菌の両方の感染が起こるモ

デルを構築し，HACCP によって食鳥の汚染リスクが下がることによる食中毒予防の費用

対効果を検討した．予備的検討の結果，カンピロバクター属菌単独あるいはサルモネラ属

菌単独の対策では十分な費用対効果を達成することが困難であるが，HACCP は病原体特

異的に作用するものでなく 2 つ以上の食品由来疾病に同時に作用する可能性が期待され，

その場合には十分に費用対効果に優れた結果が得られるものと期待された．今後，HACCP

における 1 つひとつの過程の定量化あるいは 1 種類の消毒薬の効果などに焦点を絞って統

計学的推定に着手することが必要と考えられた． 

 

Ａ．研究目的 

 本研究班（食品安全行政における政策立

案、政策評価に資する食品由来疾患の疫学

的推計手法に関する研究）では食品由来疾

患の被害実態を人口レベルの疾病負荷とし

て定量的に把握し，障害調整生存年

（disability-adjusted life years；DALYs）

を用いて被害実態を推定することを主眼に

研究プロジェクトを遂行してきた．特に，

カンピロバクター属菌，サルモネラ属菌お

よび腸管出血性大腸菌（EHEC）に由来す

る食品由来疾患を調査対象に据えて検討を
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進めた．公表された統計資料や系統的レビ

ューに基づき，原因食品や感染自然史の詳

細はもちろんのこと，個々の疾患の DALYs

を時系列で推定してきた．本分担研究の目

的は，これら調査に基づく DALYs を活用

することによって，食品由来疾患の政策評

価を考案することである． 

 そもそも，DALYsを活用する利点として

以下の 4点が挙げられる： 

 

 ①単純な病気の発生頻度に留まらず，当

該疾病の社会的損失として数値を解釈する

ことが可能であること． 

 ②異なる疾患を同じ尺度で測るため，罹

患率や有病率などの指標では全く比較する

ことができない疾病について明示的な比較

が可能であること． 

 ③食品由来疾患に関して何らかの予防的

介入を実施したときの費用対効果を推定す

ることが可能であり，特定の疾病対策が経

済的に許容できる範囲にあるのか否かを明

示的に評価することが可能であること． 

 ④その他の医療経済評価，例えば費用便

益分析などの基礎を形成することが可能で

あること． 

 

関連する分析には数理モデルを用いること

があるが，数理的検討は必須と考えられた

場合のみに実施すべきである．本報告書で

記載する予備的研究では費用対効果分析を

念頭に研究を実施しているが上記の

DALYs の有用性を念頭に他の用途も含め

て使用する術を考えつつ本研究を遂行した． 

 

 

 

 

Ｂ．研究方法 

B-1．食中毒対策のコンセプトモデル 

図 1 に食中毒対策として実施する

HACCP の費用対効果分析に関するコンセ

プトを示す．カンピロバクター属菌および

サルモネラ属菌の食品由来感染は食鳥を原

因とするものが最も頻度が高いため，本研

究では鳥肉の製造・加工過程に注目して

HACCP の効果を分析することとした．

HACCPが実施されていないときのDALYs

損失が X0であったとする．もちろん，それ

には費用を要さない．一方，HACCP を導

入して流行対策の費用が Cを要するとき，

その DALYs損失が X1に減少する．費用対

効果分析では増分費用効果比（ICER）を用

いて同対策に要する費用が正当化されるも

のであるのかを検討する．ICER は以下で

与えられる． 

0 1

C
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X X



          [1] 

ICER は生存年 1 年を獲得するために要す

る対策費用を表す．閾値を利用する場合は，

生存年 1年につき英国では 3万ポンド，米

国では 5 万ドルが許容可能上限とされるこ

とが多い．これは日本円で換算すれば 1 生

存年あたり 500万円程度に相当する． 

 

B-2．数理モデル 

 図 2 にコンパートメントモデルの概略を

示す．消費者（感受性宿主）X は時間当た

りの感染ハザードc をカンピロバクターに，

s をサルモネラに関して経験しており，感

染者 Y1あるいは Z1となる．同時感染（混

合感染）は稀であるため無視できるものと

する．2 つの疾患の間には交差免疫がない

ため，それぞれ感染後に他方に感染するリ

スクが残る． 
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DALYs損失： X0

費用： 0 円
DALYs損失： X1

費用： C 円
 

図 1．食中毒対策のコンセプトモデル 

HACCP が実施されていないときの DALYs 損失が X0であったとする．もちろん，それに

は費用を要さない．一方，HACCP を導入して流行対策の費用が C を要するとき，その

DALYs損失が X1に減少する． 
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図 2．コンパートメントモデルの概略図 

消費者（感受性宿主）Xは時間当たりの感染ハザードcをカンピロバクターに，sをサルモ

ネラに関して経験しており，感染者 Y1あるいは Z1となる．同時感染（混合感染）は稀であ

るため無視できるものとする．2つの疾患の間には交差免疫がないため，それぞれ感染後に

他方に感染するリスクが残る．は自然死亡率である． 

は自然死亡率であり，1/は出生時平均余 命を与える． 
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 ここでハザードが HACCPによって相対

的に減少するシナリオを考える．それがカ

ンピロバクター属菌とサルモネラ属菌の両

方に独立に効くことを想定し，そこから得

られる費用対効果を数値解析によって検討

した． 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は 2 次データと数理モデルを利用

した理論疫学研究であり，個人情報を扱う

倫理面への配慮を必要としない． 

 

Ｃ．研究結果 

 図 3 にカンピロバクター属菌単独で

HACCP の費用対効果を検討した結果を示

す．横軸に平行な点線が増分費用効果比の

閾値として使用した 1生存年あたり 500万

円である．HACCP による増分費用効果比

を 1つの疾患単独で検討したとき，HACCP

による感染ハザードの相対的減少のごく一

部の範囲においてのみ HACCPが費用対効

果に優れているものと結論される． 

 

 

図 3．カンピロバクター属菌について単独

で検討した増分費用効果比 

 しかし，HACCP は病原体に特異的で

なく，複数の感染症に独立に波及するもの

と期待される．ここでカンピロバクター単

独でなく，カンピロバクター属菌およびサ

ルモネラ属菌の両方の増分費用効果比を検

討した結果を以下の図 4 に示す．閾値を利

用すると，ハザードの相対的減少度のほと

んどにおいて HACCPは費用対効果に優れ

ていると結論される． 

 

 

図 4．カンピロバクター属菌とサルモネラ

属菌の両方に独立に HACCPが作用すると

仮定した場合の増分費用効果比 

 

Ｄ．考察 

 予備的検討の結果，カンピロバクター属

菌単独あるいはサルモネラ属菌単独の対策

では十分な費用対効果を達成することが困

難であるが，HACCP は病原体特異的に作

用するものでなく 2 つ以上の食品由来疾病

に同時に作用する可能性が期待され，その

場合には十分に費用対効果に優れた結果が

得られるものと期待された．これは

HACCP に限らず次亜塩素酸ソーダによる

消毒など，病原体に非特異的である一方で

一定以上の効果が期待できる感染症対策の

全てに当てはまる．政策判断としての費用

対効果を検討する場合にはその作用が独立

である限りは対象疾病の全てを考慮すべき

であるものと考えられた． 

今後，HACCP における 1 つひとつの過
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程の定量化あるいは 1 種類の消毒薬の効果

などに焦点を絞って統計学的推定に着手す

ることが必要と考えられた． 

 

Ｅ．結論 

 これまでの調査に基づく DALYs 推定値

を活用することによって，食品由来疾患の

疾病負荷を異なる疾病間で比較し，個々の

予防策について，その費用対効果も含めて

検討することを目的に今年度から政策評価

モデリングの構想を開始した．具体的事例

として食肉への HACCP導入による細菌性

食中毒の予防効果の推定ならびに費用対効

果の推定研究を開始した．予備的検討の結

果，カンピロバクター属菌単独あるいはサ

ルモネラ属菌単独の対策では十分な費用対

効果を達成することが困難であるが，

HACCP は病原体特異的に作用するもので

なく 2 つ以上の食品由来疾病に同時に作用

する可能性が期待され，その場合には十分

に費用対効果に優れた結果が得られるもの

と期待された． 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし（本分担研究は初年度である） 

 

２．学会発表 

なし（本分担研究は初年度である） 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 

 


